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レビュー調査結果要約表 
１. 案件の概要 
国名：ブラジル連邦共和国 案件名：アマゾンの森林における炭素動態の広域評価

分野：森林・自然環境保全 援助形態：地球規模課題対応国際科学技術協力 
所轄部署：地球環境部森林・自然環境保全

第二課 
協力金額（評価時点）： 
219,417 千円（2012 年 8 月末時点） 

 
 
協力期間 

（R/D）：2010 年 2 月 5 日 先方関係機関：国立アマゾン研究所（INPA）、国立宇

宙研究所（INPE） 
（延長）： 日本側協力機関：森林総合研究所、東京大学 
（F/U）： 他の関連協力： 

（E/N）（無償）   

１－１ 協力の背景と概要 
昨今、わが国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力への期待が高まるとともに、国内で

も科学技術に関する外交の強化や科学技術協力における政府開発援助（ODA）活用の必要性・重要性がう

たわれてきた。このような状況を受けて、2008 年度より「地球規模課題対応科学技術協力（SATREPS）」
事業が新設された。本事業は、環境・エネルギー、防災及び感染症をはじめとする地球規模課題に対し、

わが国の科学技術力を活用し、開発途上国と共同で技術の開発・応用や新しい知見の獲得を通じて、わが

国の科学技術力向上とともに、途上国側の研究能力向上を図ることを目的としている。また、本事業は、

文部科学省、独立行政法人科学技術振興機構（JST）、外務省、国際協力機構（JICA）の 4 機関が連携する

ものであり、国内での研究支援は JSTが行い、開発途上国に対する支援は JICAにより行うこととなってい

る。 
2007年12月に開催された第13回気候変動枠組み条約締約国会議（UNFCCC-COP13）において、世界自

然保護基金（WWF）より、アマゾンで現状のまま森林破壊が進行すると2030年までに最大60%が消失し、

2030年までに大気中に排出されるCO2の排出量が555億 tから969億 tに増加するおそれがあるとの警告が

発せられるなど、世界最大の森林地域であるアマゾンにおけるCO2排出の抑制については気候変動対策の

観点から世界的な注目を集めている。 
またCOP13においてはポスト京都議定書の議論が始まり「開発途上国における森林減少・劣化に由来す

る排出の削減（REDD）」が主要議題となったが、ブラジル連邦共和国（以下、「ブラジル」と記す）をはじ

め熱帯林を有する途上国はREDDの重要性を深く認識し、現在REDD+の自国での適用に高い関心を示して

いる状況にある。しかしながらREDD+のスキームを実現するためには、森林減少・劣化の防止によって得

られるCO2排出削減量を定量的に評価する必要があり、広域を対象とした森林のCO2吸収量（炭素固定量）

及び減少・劣化に伴う排出量を算定するための信頼性の高いモニタリング技術の開発が必要とされている。

 わが国は、プロジェクト方式技術協力「ブラジル・アマゾン森林研究計画フェーズＩ（1995年6月～1998
年 9 月）」及び「ブラジル・アマゾン森林研究計画フェーズⅡ（1998 年 10 月～2003 年 9 月）」において、

アマゾン地域の林学・生態学分野の研究を担う国立アマゾン研究所（INPA）に対する技術移転を行ってお

り、アマゾン地域の森林モニタリングについては両国の共同研究の体制が整備されている。上記プロジェ

クトの成果を踏まえ、わが国研究機関が INPAと共同して更なるフィールドでの調査により性質の異なる林

分毎の炭素動態を解明するとともに、高度なリモートセンシング技術を有するブラジル国立宇宙研究所

（INPE）と共同で炭素動態を、レーダリモートセンシング手法を用いて広域衛星データへスケールアップ

する技術を開発することにより、広域な森林の炭素動態の評価技術の開発が期待できる状況にある。 
かかる状況のもとSATREPS事業として、共同研究による広域な森林の炭素動態の評価技術の開発を目的

とした本案件がブラジル国政府から正式に要請された。 
これを受け、2009 年 8 月に詳細計画策定調査団の派遣によりブラジル側と具体的な協力内容を検討し、

この結果を踏まえ 2010 年 2 月 5 日に討議議事録（R/D）を締結し本プロジェクトの実施について日本側、

ブラジル側の双方で合意した。 
 
１－２ 協力内容 

(1) プロジェクト目標：ブラジル・アマゾンの森林の炭素動態の広域評価技術が開発される。

(2) アウトプット 
① 中央アマゾンの炭素蓄積量の動態を把握するための、継続的な森林インベントリー
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（CFI）システムが構築される。 
② 中央アマゾンの原生林及び択伐林において、林分タイプと炭素蓄積量の動態の関係が明

らかになる。 
③ CFI システムや、リモートセンシング技術と衛星画像を利用して、ブラジル・アマゾン

の炭素蓄積量の動態を表すマップが作成される。 
④ アウトプット 1 から 3 で開発された技術及び得られた情報が REDD+や環境保全を含む

気候変動問題関連の諸機関に共有される。 
（4）投入（評価時点） 

相手国側： 
プ ロ ジ ェ ク

ト・スタッフ 
管理スタッフ： 3 名 
技術スタッフ：21 名 

ローカル・コスト 水道光熱費、通信

費が負担された 
 

日本側： 
専門家 短期専門家：12 名 機材供与: 2,500 万円 

研修員受入 6 名 在外事業強化費: 1 億 500 万円 

 
 

２. 評価調査団の概要 
 調査者 （担当分野、氏名、職位） 

分野 氏名 職位 
総括 高田 宏仁 JICA 地球環境部 森林・自然環境

保全第二課長 
協力企画 関口 卓哉 JICA 地球環境部 森林・自然環境

保全第二課 

評価分析 広内 靖世 ㈱国際開発アソシエイツ パーマネ

ント・エキスパート 
 

調査期間 2012 年 8 月 4 日〜2012 年 8 月 26 日 評価種類：中間レビュー 
３. 評価結果の概要 
３－１ 実績の確認 

３－１－１ アウトプットの実績 
（1）アウトプット 1：中央アマゾンの 2 カ所の新規サイトにおいて合計 250 カ所の CFI プ
ロットが新たに設置された。中央アマゾンの 6 カ所の既存サイト（603 プロット）及び 2 カ

所の新規サイト（205 カ所）において気候変動に関する政府間パネル（IPCC）ガイドライン

（2006 年）に基づき、森林インベントリー・データが収集された。ブラジル・アマゾンの

4 カ所の共通アロメトリ式モデルの仮説検証は進行中であり、科学論文が 2014 年 3 月まで

に提出される見込みである。2010 年から 2011 年の収集データはプロトタイプの地理情報シ

ステム（GIS）データベースに整理されており、2012 年の収集データは 2013 年 3 月までに

整理される予定である。プロジェクトで収集された新規データ及びプロジェクト開始前に

収集された既存データは、すべて、2013 年 3 月までに GIS データベース化される見込みで

ある。INPA のスペシャリストと日本人専門家の共著による 3 本の科学論文が国際ジャーナ

ルに提出された。 
 
 アウトプット 1 は半ば達成されており、プロジェクト終了までに達成される見込みである。
 
（2）アウトプット 2: 中央アマゾンの原生林及び択伐林の 2010 年及び 2011 年の炭素蓄積は

既に推定されている。2012 年の炭素蓄積は推定中であり、2012 年末までに完了する見込み

である。また、蓄積変化の推定は 2013 年半ばまでに完了する見込みである。INPA のスペ

シャリストと日本人専門家の共著による 2 本の科学論文が国際ジャーナルに提出された。

そのうち 1 本は印刷中である。 
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 アウトプット 2 は半ば達成されており、プロジェクト終了までに達成される見込みである。

 
（3）アウトプット 3: 森林立地環境区分図のプロトタイプが作成され、2012 年末には最終

版が完成する見込みである。航空機 LiDAR データを含むリモートセンシングデータを用い

た森林インベントリー調査データのアップスケーリングは、航空機 LiDAR 観測許可取得の

遅れにより、計画より遅れている。アップスケーリングは 2014 年 3 月までに完了する見込

みだが、当初計画どおり航空機 LiDAR 観測が行えた場合に比べて精密度は低くなる。ブラ

ジル・アマゾン全域の森林炭素蓄積マップは作成中であり、2014 年 3 月までには、2000 年、

2005 年、及び 2010 年のマップが作成され、カテゴリーごとに不確実性精度が推定される予

定である。炭素動態マップ（2000 年～2005 年、2005 年～2010 年）の作成は開始されたば

かりであり、2014 年 3 月までに完了する予定である。ただし、炭素蓄積マップ及び動態マ

ップの不確実性精度は、航空機 LiDAR 観測が当初計画どおり行うことができた場合に比べ

て、低くなる。 
 
 アウトプット 3 は部分的に達成されており、プロジェクト終了までに達成されると見込ま

れる。ただし、その達成度は、当初計画どおり航空機 LiDAR 観測データが入手できた場合

に比べて低くなる。 
 
（4）アウトプット 4: 2011 年 11 月に関連機関を招いたワークショップがマナウスで開催さ

れた。今後、プロジェクト終了までに、ワークショップ/セミナーが 3 回予定されている。

また、2014 年 3 月までには、INPA の森林インベントリーデータベース及びプロジェクト作

成のリモートセンシングデータへのフリー・アクセスがウェブ上で可能になる予定である。
  
 アウトプット 4 は部分的に達成されており、プロジェクト終了までに達成される見込みで

ある。 
 
３－１－２ プロジェクト目標の実績 

  関連データは入手できなかった。 
 
３－２ 評価結果の要約 
３－２－１ 妥当性 

プロジェクトは現在でも妥当であるといえる。 
 

プロジェクト目標は現在でもブラジル国のニーズに合致しており、ターゲット・グループ

/実施機関である INPA 及び INPE の組織ニーズと一致している。またブラジルの国家開発計

画及び日本の ODA 政策とも整合性がある。日本の技術優位性も確認された。 
 
３－２－２ 有効性（予測） 

プロジェクトの有効性は確保されると見込まれる。 
 

プロジェクト目標は、アウトプットの達成状況から判断すると、ブラジル側・日本側の継

続的努力によりプロジェクト終了までには達成される見込みである。すべてのアウトプット

は、程度の差はあるが、プロジェクト目標の達成に貢献すると思われる。 
 
３－２－３ 効率性 

プロジェクはおおむね効率的に実施されている。 
 

指標及び活動の進捗から判断すると、アウトプットの産出状況はおおむね計画どおりであ

る。アウトプット 1、2 及び 4 はプロジェクト終了までに十分産出される見込みである。ア

ウトプット 3 もプロジェクト終了までに産出される見込みだが、その産出レベルは、航空機

LiDAR データが当初計画どおりに得られた場合に比べて低くなるだろう。投入は、タイミ
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ング、質、量の面で、おおむね適切であり、アウトプットの産出に貢献している。 
 
３－２－４ インパクト 

さまざまな正のインパクトが既に発現しており、今後も発現が期待される。負のインパク

トは確認されておらず、予測されない。 
 

正のインパクトとしては、例えば、プロジェクトで開発した手法・ソフトウェアを活用す

るのに必要な知識・スキルが INPA のスペシャリストに対して移転されつつあり、彼等は、

プロジェクトで得た知識・スキルを利用して、2011 年及び 2012 年 7 月に開催された INPA
の森林管理コースにおいて、講義を行った。世界で初めて、リオ・ネグロ上流域において地

上部と地下部のバイオマス調査が IPCC ガイドライン（2006 年）に沿って行われ、炭素量を

推定するアロメトリ式が作成され、精度が推定された。プロジェクトで開発した GPU によ

る汎用計算（GPGPU）1による時系列画像データ処理ソフトウェアにより、従来の CPU 処理

に比べて、データ処理時間が約 26 倍高速化した。これにより、MODIS2データを含む高頻度

衛星データ処理時間の短縮が可能になった。 
また、INPA の既存・新規の CFI プロットは、世界的にみても公表されたデータのない地

域に位置しているが、このデータ空白地域の森林インベントリーデータベースがプロジェク

トを通じて開発され、ウェブ上で公開される予定である。さらに、プロジェクトで開発した

フルウェーブ LiDAR シミュレーター、波形分類ソフト、ピーク解析ソフトは宇宙航空研究

開発機構（JAXA）の i-LOVE（国際宇宙ステーション日本実験棟/暴露部搭載・植生ライダ

ー）計画に直接適用可能であり、本プロジェクトの東京大学のチーム（リモートセンシング

分野の専門家）は既に i-LOVE 開発への協力を開始している。 
 

３－２－５ 持続性（見込み） 
プロジェクトは、ポスト・プロジェクト戦略が明確になり、必要な予算が確保されれば、

持続可能になる。 
 
制度・組織面：炭素動態の広域評価に関する政策・法的支援は継続するとみられる。INPE
のスペシャリストのほとんどが正規職員で雇用が安定しているのに対し、INPA のスペシャ

リストの大部分は正規職員ではない。彼らは今後も INPA と関わりたいと言っているが、プ

ロジェクト終了後、実際に INPA に留まるかどうかは不明確である。ポスト・プロジェクト

戦略（炭素動態の広域評価に係る INPA と INPE の連携を含む）も明らかではない。 
 
財政面：INPA の場合、これまで 8 サイトで実施された森林インベントリー調査のうち、最

回を除いて、そのコストを日本側が負担している。プロジェクト終了後、森林インベントリ

ー調査を継続的に行うための予算が確保されるかどうか不透明である。 
 
技術面：INPA 及び INPE のスペシャリストは既に高い研究能力を有している。プロジェクト

による技術移転を通じて、関連研究の継続に十分な技能・知識を備えることができる。  
これまでに INPA に移転された技術・手法及び成果品は現地の技術ニーズ・技術レベルに適

合したものである。ブラジル側の高い評価を考慮にいれると、移転技術/手法及び成果品は、

プロジェクト終了後も、継続的に活用されると見込まれる。また、技術/手法及び成果品は、

プロジェクトが主催した、あるいは関係者が参加したワークショップ/セミナーを通じて既

に普及が始まっている。さらにプロジェクト終了までには、森林インベントリーデータベー

スやリモートセンシングデータがウェブ上に公開されることになっており、普及は更に進む

と期待される。 
 
 
 

                                                  
1 General Purpose Graphic Processing Units、GPU を画像処理以外の用途に利用する概念、技術。 
2 Moderate Resolution Imaging Spectroradiometer。36 バンドの観測波長帯を持つ光学センサ。 
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３－３ 効果発現に貢献した要因 
３－３－１ 計画内容に関すること 
特になし 
 

３－３－２ 実施プロセスに関すること 
ブラジル側スペシャリストの意欲と勤勉さが効果発現に貢献した。 

 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
３－４－１ 計画内容に関すること 
 本件のプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）はプロジェクト管理のツール

としては十分に詳細ではない。例えば、一部の活動の表現があいまいであり、多くの指

標は、定義が不十分である。また、活動計画（PO）については、本件の R/D には添付

されていない。このことは、特に実施機関が複数にわたる本件において、プロジェクト

関係者が、プロジェクトの全体的な実施プロセスと各機関（特に INPE）の具体的役割、

活動の進捗状況、アウトプットやプロジェクト目標の正確な達成度について、明確かつ

共通の理解をもつことを困難にしてきた。 
 航空機 LiDAR 観測には、プロジェクトの実施体制には含まれないブラジル国防衛省の

許可が必要だが、許可の要件・申請手続き・手続きに要する時間等の情報収集・検討が

十分ではなかった。さらに、両国政府の公式文書である R/D 付属のマスタープランや

PDM において、航空機 LiDAR 観測について具体的な言及がなかった。 
 

３－４－２ 実施プロセスに関すること 
 航空機 LiDAR 観測許可取得が大幅に遅れているため、許可申請を進める一方で、カメ

ラとレーザー・ユニットを搭載した無人機（UAV）を利用して LiDAR 観測を行うこと

になった。UAV の導入に伴い、航空機 LiDAR 観測サイトは減るが、UAV 観測でカバ

ーできる地域や面積が航空機観測に比べて限定的である。また、時間的制約から経年変

化をとらえることも不可能になった。このため、LiDAR データを利用する炭素蓄積マ

ップ及び動態マップの推定精度は、当初計画通りの観測を行った場合に比べて低くなる

と見込まれる。 
 航空機 LiDAR データをなんらかのかたちでプロジェクトが活用するには、遅くとも

2013 年 9 月までにデータを入手する必要がある。ところが、評価時点で、航空機 LiDAR
観測許可申請は INPA 内部で手続き中であり、いつ頃申請書が提出されるか、申請書提

出後、いつ頃許可がおりるかは明らかではない。また、2013 年 9 月までにデータを入

手するにはいつまでに許可を得る必要があるのか、逆にいつまでに許可を得なければ見

切りをつけるのかについても明確にされていない。許可を得られなかった場合の代替案

の検討はこれからである。 
 プロジェクト管理が必ずしも十分ではなかった。例えば、合同調整委員会（JCC）は 1

度しか開かれていない。この間、航空機 LiDAR 観測許可取得の遅れという問題が顕在

化したが、中間レビューにあわせて開催された第 2 回会合まで対策が JCC で討議され

ることはなかった。また、INPE の役割の明確化についても見過ごされてきた。 
 
４．提言と教訓 
４－１ 主な提言 

a) CFI プロット調査地の拡大と既存の 2 サイトのおける再計測 
  i）より網羅的なインベントリーデータベースを整備するため新規インベントリープロット

（Purus）を設置・調査する、ならびに ii）炭素蓄積とその動態に関するより robust な推定の

ため、INPA が過去インベントリー調査を実施したプロット（Resex Baixo、Jurua、Maues）を

再計測することについて、プロジェクトより提案されている。本提案はプロジェクトの更な

る発展のため残り期間において実施することが望まれる。 
 

b) 航空機 LiDAR、UAV による航空調査の実施 
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現在実施に至っていない航空機 LiDAR 調査はリモートセンシングデータと地上調査デー

タの相関を明らかにし、炭素蓄積マップの不確実性を推定するうえで重要であるため、対策

を講じる必要がある。 
 

c) PO の作成 
   本プロジェクト前半においては必ずしも PO が有効に活用されておらず、ブラジル側実施

機関が複数機関にまたがるなかで、プロジェクト運営の弊害となっていた。かかることから、

PO・年間活動計画（APO）を整理し、INPA・INPE の役割分担や責任者の明確化・活動モニ

タリングに活用していくべきである。 
d) INPA、INPE の関係強化 

   本プロジェクトは INPA、INPE ならびに日本人専門家による実施を想定している。中間レ

ビュー時点までにおいては当初計画に基づき INPEが主に担当する活動は開始されていなか

ったが、残り期間では INPE による活動が本格化することから、INPA・INPE 間の更なる協

力を促進する必要がある。 
 

e) プロジェクト終了後の戦略の検討 
プロジェクト終了後、INPA と INPE は、プロジェクトによって確立された方法/技術を応

用して、調査を実施し、得られたデータを活用し続けていくことが期待される。さらに、

INPA、INPE は、構築したシステムを維持し、アップグレードする必要がある。このため、

INPA と INPE はプロジェクト終了後の戦略を検討することが望まれる。 
 
４－２ 教訓 

1）プロジェクト活動に関する法規制の確認の必要性 
本プロジェクトでは、外国機関が関与する航空調査に対する防衛省による承認プロセスが複

雑であるため、航空機 LiDAR 調査の着手が遅れており、他の活動にも影響を与えている。こ

うした現状を踏まえ、関係当局の承認を必要とする活動の場合は、関連手続きを調査し、適時

に他の方法を検討することが適当である。 
 
2）プロジェクト間の情報共有 

プロジェクトによって開発された、いくつかのソフトウェアやシステムは炭素動態の推定以

外の目的にも活用されている。このような事例はプロジェクト内外の専門家間の日常的な議論

により実現したものである。したがって、特に研究に必要な技術等について、プロジェクト内

外の専門家間での情報交換を促進することが有効であると考えられる。 
 
 
 
 



 

第１章 レビュー調査の概要 

 

１－１ 調査の背景 

昨今、わが国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力の期待が高まるとともに、国内でも科

学技術に関する外交の強化や科学技術協力における政府開発援助（Official Development Assistance：ODA）

活用の必要性・重要性がうたわれてきた。このような状況を受けて、2008 年度より「地球規模課題対応国

際科学技術協力（Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development：SATREPS）」事業が

新設された。本事業は、環境・エネルギー、防災及び感染症をはじめとする地球規模課題に対し、わが国の

科学技術力を活用し、開発途上国と共同で技術の開発・応用や新しい知見の獲得を通じて、わが国の科学技

術力向上とともに、途上国側の研究能力向上を図ることを目的としている。また、本事業は、文部科学省、

独立行政法人科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST）、外務省、国際協力機構（Japan 

Science and Technology Agency：JICA）の4機関が連携するものであり、国内での研究支援は JSTが行い、

開発途上国に対する支援は JICAにより行うこととなっている。 

2007年12月に開催された第13回気候変動枠組み条約（United Nations Framework Convention on Climate 

Change：UNFCCC）締結国会議（Conference of the Parties：COP）（以下、「UNFCCC-COP13」と記す）にお

いて、世界自然保護基金（Conference of the Parties：WWF）より、アマゾンで現状のまま森林破壊が進行す

ると 2030 年までに最大 60%が消失し 2030 年までに大気中に排出される CO2の排出量が 555 億 t から 969

億 tに増加するおそれがあるとの警告が発せられるなど、世界最大の森林地域であるアマゾンにおけるCO2

排出の抑制については気候変動対策の観点から世界的な注目を集めている。 

またUNFCCC-COP13においてはポスト京都議定書の議論が始まり「開発途上国における森林減少・劣化

に由来する排出の削減（Reducing Emissions from Deforestation and Forest Degradation in Developing Countries：

REDD）」が主要議題となったが、ブラジル連邦共和国（以下、「ブラジル」と記す）をはじめ熱帯林を有す

る開発途上国は REDD の重要性を深く認識し、現在、開発途上国における森林減少・劣化等に由来する排

出の削減等（Reducing Emissions from Deforestation and Forest Degradation in developing countries; and the role of 

conservation, sustainable management of forests and enhancement of forest carbon stocks in developing countries：

REDD+）の自国での適用に高い関心を示している状況にある。しかしながらREDD+のスキームを実現する

には、森林減少・劣化の防止によって得られる CO2 排出削減量を定量的に評価する必要があり、広域を対

象とした森林の CO2 吸収量（炭素固定量）及び減少・劣化に伴う排出量を算定するための信頼性の高いモ

ニタリング技術の開発が必要とされている。 

 わが国は、プロジェクト方式技術協力「ブラジル・アマゾン森林研究計画フェーズＩ（1995年6月～1998

年9月）」及び「ブラジル・アマゾン森林研究計画フェーズⅡ（1998年10月～2003年9月）」において、ア

マゾン地域の林学・生態学分野の研究を担う国立アマゾン研究所（Instituto Nacional de Pesquisas da 

Amazônia：INPA）に対する技術移転を行っており、アマゾン地域の森林モニタリングについては両国の共

同研究の体制が整備されている。上記プロジェクトの成果を踏まえ、わが国研究機関が INPAと共同で更な

るフィールドでの調査により性質の異なる林分毎の炭素動態を解明するとともに、高度なリモートセンシン

グ技術を有するブラジル国立宇宙研究所（Instituto Nacional de Pesquisas Espaciais：INPE）と共同で炭素動態

をレーダリモートセンシング手法を用いて広域衛星データへスケールアップする技術を開発することによ

り、広域な森林の炭素動態の評価技術の開発が期待できる状況にある。 
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かかる状況のもとSATREPS事業として、共同研究による広域な森林の炭素動態の評価技術の開発を目的

とした本案件がブラジル国政府から正式に要請された。 

これを受け、2009 年 8 月に詳細計画策定調査団の派遣によりブラジル側と具体的な協力内容を検討し、

この結果を踏まえ2010年2月5日に討議議事録（Record of Discussion：R/D）を締結し、本プロジェクトの

実施について日本側・ブラジル側の双方で合意した。 

 

１－２ 調査の目的 

本中間レビュー調査は、プロジェクト期間の中間時点に当たり、JICA ならびに JST それぞれの

評価基準に基づきプロジェクトをレビューし、今後の事業展開について協議することを目的とし

て実施した。 

JICA の評価に関しては、ブラジル側の評価チームとの合同評価チームを形成し、以下を実施す

ることを目的とした。（1）これまで実施してきた協力活動全般（プロジェクトの実績、実施プロ

セス、運営管理状況等）について、計画に照らしその達成状況を整理・把握する。（2）（1）の結

果に基づき、JICA 事業評価ガイドラインに則り、評価 5 項目の観点からプロジェクトの評価を行

う。（3）評価結果及びブラジル国プロジェクト関係者との意見交換により、残り協力期間の課題

及び今後の方向性について明らかにする。（4）将来の類似プロジェクトの形成・実施に参考とな

る教訓・提言を得る。（5）これら結果を合同評価レポートとして整理し、JCC において関係者に

報告する。 

JST の評価に関しては日本国内における事前調査、ブラジル国における現地視察を通じて実施

された。 

 

１－３ 調査団の構成 

日本側メンバー 

JICA 側： 

担当業務 氏名 現所属（役職） 出張期間 

総括 高田 宏仁 JICA 地球環境部 森林・自然環境保全第二課長 8 月 13 日～26 日

協力企画 関口 卓哉 JICA 地球環境部 森林・自然環境保全第二課 8 月 13 日～26 日

評価分析 廣内 靖世 株式会社国際開発アソシエイツ 8 月 4 日～26 日

 

JST 側： 

氏名 現所属（役職） 出張期間 

中静 透 東北大学大学院生命科学研究科 教授 8 月 13 日～21 日

石田 昌彦 JST ワシントン事務所 8 月 13 日～26 日

岩城 拓 JST 地球規模課題国際協力室 主査 8 月 13 日～24 日
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ブラジル側メンバー 

氏名 現所属（役職） 出張期間 

Leader Mr. Rodrigo de Silva Professor Adjunto 

Universidade Federal do Oeste do Para （UFOPA） 

Member Mr. Fabrício Gonzaga Araújo Terceiro Secretario, Divisão de Ciência e Tecnologia,  

Ministério das Relações Exteriores 

Member Ms. Maria Cordelia Machado Analista CPT/ASSIN, 

Ministerio da Ciencia, Tecnologia e Inovacao 

 

１－４ 調査日程 

 現地調査は 2012 年 8 月 12 日から 25 日の 2 週間実施された（主たる訪問先と作業内容は Annex1

参照のこと）。 
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第２章 評価の方法 

 

２－１ 調査の流れ 

今回のレビューは、JICA 事業評価ガイドライン改訂版『プロジェクト評価の実践的手法』及び

『新 JICA 事業評価ガイドライン（第 1 版）』に準拠して行った。レビューの基になるプロジェク

ト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）は R/D 付属の PDM を使用したが、

活動計画（Plan of Operations：PO）は R/D に添付されていないため、詳細計画策定調査ミニッツ

（Minutes of Meeting：M/M）添付のドラフト PO を使用した。レビューに先立ち、プロジェクト

関係文書に基づき、評価のデザインとして評価グリッドを作成した。日本側、ブラジル側双方に

よるレビュー・チームは、過去のプロジェクト記録等の資料調査、プロジェクト関係者への事前

質問票調査及びインタビュー調査、また現地視察を行い、情報を収集した。これらの結果を基に、

合同評価報告書案を作成し、合同評価委員会における協議を経て、報告書を完成させた。 

 

２－２ 調査項目 

２－２－１ プロジェクトの実績の確認 

計画に沿ってプロジェクトの投入、アウトプット、プロジェクト目標が達成された度合いを

検証する。 

 

２－２－２ 実施プロセスの検証 

プロジェクトの実施過程全般を見る視点であり、活動が計画どおりに行われているか、また

プロジェクトのモニタリングやプロジェクト内のコミュニケーションが円滑に行われている

かを検証する。 

 

２－２－３ 評価項目ごとの分析 

(1) 妥当性： 

プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標）が、評価を実施する時点において

妥当か（ブラジルの国家開発計画及び日本の ODA 政策との整合性はあるか、受益者のニ

ーズに合致しているかなど）、プロジェクトの戦略･方法は妥当かなどを評価する。 

(2) 有効性： 

プロジェクト目標達成の見込みはあるか、プロジェクト目標に対しアウトプットは適切か、

目標達成の貢献・阻害要因はあるかなどを評価する。 

(3) 効率性： 

投入に見合ったアウトプットが産出されているか、活動スケジュールと投入のタイミン

グ・質・量はアウトプット産出には適切だったかなどを評価する。 

(4) インパクト： 

プラスのインパクトはあるか（予測されるか）、予期していなかったマイナスのインパク

トはあるか（予測されるか）、マイナスのインパクトがある場合、それに対する対策は講

じられているかを評価する。 
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(5) 持続性： 

協力が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みについて、組織制度面、

財政面、技術面から評価する。 

 

２－３ 情報収集・入手手段 

現地調査に先立ち、プロジェクトに指標及び投入の実績に関する情報提供を依頼した。さらに、

主としてプロジェクトの実施プロセス・評価 5 項目に関する質問票を英語で作成し、プロジェク

ト関係者に事前に配布した。現地においては、指標及び実施プロセスの確認と評価 5 項目に関す

る補足情報を収集するために、質問票回答者に対してセミ･ストラクチャード・インタビューを行

った。ブラジル側調査団と日程の折り合いがつかなかったため、インタビューは日本側のみで行

った。インタビューは基本的に個別とした。 
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第３章 プロジェクトの実績 

 

３－１ 投入の実績 

PDM の計画 実績 （特に言及のない限り 2012 年 8 月 22 日時点） 

３－３－１ ブラジル

側 

 

（1）人員 
1） プロジェクト・デ

ィレクター 
2） プロジェクトマネ

ジャー 
3）プロジェクト・サ

ブ・マネジャー 
4） 森林インベントリ

ー分野スペシャリ

スト 
5） リモートセンシン

グ分野スペシャリ

スト 
6） サポートスタッフ

現在、プロジェクト・ディレクター（INPA）、プロジェクトマネジャー（INPA）、

プロジェクト・サブ・マネジャー（INPE）を含め、合計 24 名（INPA13 名、INPE11
名）がプロジェクトに配置されている。 
 

（詳細は付属資料 1 の Joint Review Report の RM A-1 参照）

（2）土地・施設・機材

1） 1,000 カ所以上の

継続的な森林イン

ベントリー（CFI）
プロット 

2） INPA及び INPE に

おけるプロジェク

ト・オフィス 
3）野外調査用車両 
4） その他 

1）CFI プロット：計画どおりに提供されている。 
2）プロジェクト・オフィス： 
 INPA：ローカル業務調整員専用のオフィスが INPA の森林管理ラボラトリーに

提供されており、専門家派遣時には、森林管理ラボラトリーや地理情報システ

ム（GIS）ラボラトリーにおいて執務スペースが提供されている。 
 INPE：INPE におけるプロジェクト活動がいまだ開始されていないこともあり、

執務スペースは提供されていない。 
3）野外調査用車両：必要に応じて提供されている。 

（3）事務・運営経費 プロジェクトのために特に措置されている予算はない。（オフィスの水道光熱費、

電話代、インターネット代などはブラジル側が負担している） 
 

（詳細は付属資料 1 の Joint Review Report の RM A-2 参照）

３－１－２ 日本側  

（1）専門家派遣 
1） チーフ・アドバイ

ザー, 
2） 森林インベントリ

ー分野 
3） リモートセンシン

グ分野 
4） 業務調整 

これまで、合計 12 名の日本人専門家が派遣された。内訳は、チーフ・アドバイザ

ー（1 名）、森林インベントリー分野専門家（7 名）、リモートセンシン分野専門家（3
名）である。なお、業務調整員は現地雇用である。 
 

（詳細は付属資料 1 の Joint Review Report の RM B-1 参照）

（2）日本あるいは第三

国における研修員

受入れ 

これまでのところ、INPA のスペシャリスト 6 名（森林インベントリー分野 4 名、

リモートセンシング分野 2 名）が本邦研修を受講した。 
 

（詳細は付属資料 1 の Joint Review Report の RM B-2 参照）

（3）機材供与 
1） 森林インベントリ

ー分野 
2）リモートセンシン

グ分野 
3）その他（必要な場

合） 

これまでのところ、約 2,500 万円相当の機材が INPA に供与された。主要機材には、

野外調査用車両 2 台、カノピー・メジャー1 台、イメージ・プロセッシング・ソフト

ウェアなどが含まれる。 
 

（詳細は付属資料 1 の Joint Review Report の RM B-3 参照）
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PDM の計画 実績 （特に言及のない限り 2012 年 8 月 22 日時点） 

（4）専門家の現地業務

費 
2012 年 8 月現在、約 200 万レアル（日本円にして約 1 億 500 万円）が在外事業強

化費として支出された。主要費目は森林インベントリー、現地スタッフ雇用、旅費、

ワークショップ/セミナーに関する費用である。 
 

（詳細は付属資料 1 の Joint Review Report の RM B-4 参照）

 

３－２ アウトプットの実績 

（1）アウトプット 1 中央アマゾンにおいて、炭素蓄積量の動態を調査するための継続的森林

インベントリー（CFI）システムが構築される 
 

 指標  実績 
A 2012 年末ま

でに、中央ア

マゾンにお

いて、杭打ち

とタグ付に

より、200 カ

所以上の CFI
プロットが

新規に設置

される。 

<ベースライン> 
プロジェクト開始前までに、INPA によって、中央アマゾンの 16 サイトにおいて 1,272 カ

所の CFI プロットが設置されていた。 
 
<実績> 

計画どおり、中央アマゾンの 2 カ所の新規サイトにおいて、合計 205 カ所の CFI プロッ

トが新たに設置された。 
 

表 1：新規サイトの CFI プロット設置数 
 年 サイト プロット数 サイズ 
1 2010 Sao Gabriel da 

Cahoeira 
100 20m×125m 

2 2011 Atalaia do Norte 105 20m×125m 
 
<参考情報> 
プロジェクトは、2013 年に、別の新規サイト（Pirus）において更に 100 プロット設置す

ることを提案している。 
 

B 2012 年末ま

でに、6 カ所

の既存サイ

ト及び 2 カ所

の新規サイ

トにおいて、

気候変動に

関する政府

間 パ ネ ル

（IPCC）ガイ

ド ラ イ ン

（2006 年）に

基づき、森林

インベント

リー・データ

が収集され

る。 

計画どおり 6 カ所の既存サイト及び 2 カ所の新規サイト（合計 808 カ所の CFI プロット）

において、IPCC ガイドライン（2006 年）に基づき、森林インベントリー・データが収集さ

れた。 
 

表 2：データが収集された新規サイト 
 年 サイト プロット数 サイズ 
1 2010 Sao Gabriel da 

Cahoeira 
100 20m×125m 

2 2011 Atalaia do Norte 105 20m×125m 
合計 205  

 
表 3：データが収集された既存サイト 

 年 サイト プロット数 サイズ 
1 2010 Itacoatiara 119 20m×125m 
2 2011 Jutai 104 20m×125m 
3 2011 Fonte Boa（ZF3-5）  8 100m×100m 
4 2012 Resex Capana 

Grandei 
118 20m×125m 

5 2012 Rio Unini 136 20m×125m 
6 2012 Resex Auti-Parana 108 20m×125m 
合計 603  

 
<参考情報> 
プロジェクトは、2013 年に、更に 3 サイトにおいて 300 カ所以上の CFI プロット（既存

サイトの Resex Baxio Jurua 及び Maues の各 100 プロット、新規サイトの Pirus の 100 プロ

ット）における森林インベントリー調査を提案している。 

                                                  
3フリー・ゾーン（Zona Franca：ZF） 
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 指標  実績 
C 2014年3月ま

でに、ブラジ

ル・アマゾン

の 4 地域（マ

ナウス、アマ

パ、トメア

ス 、 Sao 
Gabriel）にお

ける共通ア

ロメトリ式

モデルの仮

説の検証結

果が、 IPCC
ガイドライ

ン（2006 年）

の提言に基

づき推定さ

れた不確実

性精度とと

もに明らか

になる。 

<ベースライン> 
プロジェクト開始前に、INPA はマナウス、アマパ、及びトメアスについて個別のアロメ

トリ式モデルを作成していた。 
 
<実績> 

Sao Gabriel のアロメトリ式モデルが作成され、不確実さが推定された。サン・ガブリエル、

マナウス、アマパ、トメアスの共通式モデルの仮説検証は進行中である。 
 
なお、このテーマに関する科学論文は 2014 年 3 月までに提出される見込みである。 

D プロジェク

ト終了まで

に、中央アマ

ゾンのすべ

ての既存・新

規サイトの

森林インベ

ントリー・デ

ータ〔現場写

真、全地球測

位システム

（GPS）情報、

林分調査情

報、森林タイ

プ、炭素量を

含む〕が GIS
上の森林イ

ンベントリ

ーデータベ

ースに整理

される。 

<ベースライン> 
プロジェクト開始前、森林インベントリー・データは EXCEL に整理されていたが地理的

座標は記録されていなかった。 
 
<実績> 
プロジェクトの下、これまで、中央アマゾンの 8 サイト（808 カ所の CFI プロット）にお

いてデータが収集されたが、このうち、4 サイト（428 プロット）のデータが、地理的座標

とともにデータベース化された（プロトタイプ・GIS データベースと呼ぶ）。残りのデータ

（2011 年～2012 年収集）は、2013 年 2 月から 3 月にプロトタイプ・データベースに整理さ

れる予定である。 
 

表 4：プロジェクト収集データのデータベース化進捗状況 
 森林イ

ンベン

トリー

の年 

サイト プロット

数 
データベース化の

進捗状況 
備考 

1 2010 Sao Gabriel da 
Cahoeira 

100 2011 年にプロトタ

イプの GIS データ

ベースに整理 

新規サイ

ト 

2 2010 Itacoatia 119 同上 既存サイ

ト 
3 2011 Atalaia do Norte 105 同上 新規サイ

ト 
4 2011 Jutai 104 同上 既存サイ

ト 
5 2011 Fonte Boa （ZF-5） 18 （2013年 2月～3月

にプロトタイプの

GIS データベース

に整理） 

同上 

6 2012 Resex Capana 
G andei 

118 同上 同上 

7 2012 Rio Unini 136 同上 同上 
8 2012 Resex Auti-Parana 108 同上 同上 
合計 808   

 
また、プロジェクト収集データ以外では、Maues、Novo Aripuana,及び Rio Unini の既存サ

イト（合計 292 プロット）の既存データがプロトタイプ・データベースに整理された。 
本格的な GIS データベースの開発は 2013 年 4 月に開始され、2014 年 3 月までにすべての
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 指標  実績 

インベントリー・データが、GIS データベース化される予定である。なお、GIS データベー

ス化は、アウトプット 3 におけるリモートセンシング解析に必要な、プロジェクトで収集し

たデータを優先して行われることになっている。 
E プロジェク

ト終了まで

に、5 本以上

の科学論文

が国際ジャ

ーナルに提

出される。 

これまで、INPA のスペシャリストと日本人専門家の共著による 3 本の科学論文が国際ジ

ャーナルに提出された。そのうち 1 本は既に掲載されている。 
 
（詳細は付属資料 2 の Joint Review Report の RM-D 及び RM-E 参照） 

 
 
（2）アウトプット 2:中央アマゾンの原生林及び択伐林において、林分タイプと炭素蓄積量の

動態の関係が明らかになる 
 

 指標  実績  
A 2013 年末ま

でに、中央ア

マゾンの浸

水林・台地林

における原

生林及び択

伐林の炭素

蓄積量及び

蓄積量の動

態の具体的

数値が推定

される。 

<ベースライン> 
プロジェクト開始前、原生林及び択伐施業林の炭素蓄積量は推定されていたが、蓄積量の

経年変化は推定されていなかった。 
 
<実績> 

2010 年及び 2011 年の炭素蓄積量は既に推定されている。2012 年の炭素蓄積量は、2012
年末までに完了する見込みである。また、蓄積量の経年変化の推定は進行中であり、2013
年半ばまでに完了する見込みである。 

b プロジェク

ト終了まで

に、5 本以上

の科学論文

が国際ジャ

ーナルに提

出される。 

これまで、INPA のスペシャリストと日本人専門家の共著による 2 本の科学論文が国際ジ

ャーナルに提出された。そのうち 1 本は印刷中である。 
 
 

 
（3）アウトプット 3: CFI システム、リモートセンシング技術、及び衛星画像を利用して、ブ

ラジル・アマゾンの炭素蓄積量の動態を表すマップが作成される。 
 

 指標  実績 

a ブラジル・ア

マゾン全域

の森林環境

区分図が作

成される。 

<ベースライン> 
プロジェクト開始前、ブラジル・アマゾンの森林環境区分図は存在しなかった。 
 
<実績> 
これまでに、ブラジル・アマゾン全域の多様な立地環境を示す 500m 分解能の森林環境区

分図（2009 年）のプロトタイプが作成された。ベースとなるマップには、Landsat 及び CBERS4

データを基にした INPE の既存の森林マップが用いられた。森林環境区分図は 2012 年末ま

でに完成する見込みである。 
b 2013年6月ま

でに、森林イ

ンベントリ

ー調査デー

タが、航空機

<ベースライン> 
プロジェクト開始前、リモートセンシングデータを用いて地上データをアップスケールし

た森林タイプ図は作成されていた。しかし、アップスケールには衛星データが用いられてお

り、LiDAR データを用いたものはなかった。また、精密度（accuracy）は推定されていなか

った。 

                                                  
4
中国・ブラジル地球資源衛星（China-Brasil Earth Resources Satellite）。中国名は資源（ZIYUAN）。CBERS の特徴は、地上分

解能や観測頻度の異なる 3 つのセンサを組み合わせて効率良く観測することとデータ収集システムを搭載し、リアルタイムで

環境情報を伝送することである。 
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 指標  実績 

LiDAR デー

タを含むリ

モートセン

シングデー

タを用いて

アップスケ

ールされ、森

林環境区分

図のカテゴ

リーごとに

精密度が推

定される。 

 
<実績> 
このタスクのために、（i）地上データと LiDAR データの相関関係の同定、（ii）衛星デー

タと地上・LiDAR データの関係の推定、という 2 種類の解析が行われる。前者は、航空機

LiDAR データの入手に関する問題から計画より遅れており、後者は、地上データと衛星デ

ータの関係の推定が進行中である。なお、後者においては CBERS データが INPE から提供

されている。 
 
■航空機 LiDAR データ入手の遅れ 
当初計画では、2010 年、2011 年、2012 年の 10 月から 12 月に、森林インベントリー・サ

イト（合計 8 カ所）及び INPA のデータ空白地域 1 カ所を対象とする航空機 LiDAR 観測を

実施する予定だった。森林インベントリー・サイトのうち Itacoatiara については、成長量を

測定するために複数回の観測が計画されていた。しかしながら、航空機 LiDAR によるブラ

ジル・アマゾンの観測許可を管轄の防衛省から得られず、これまで観測は一度も実施されて

いない。 
この間、最新のフルウェーブ方式 LiDAR データの読み取り・解析ソフト、フルウェーブ

方式 LiDAR シミュレーター、波形分類ソフト、及びピーク解析ソフトが新たに開発されて

おり（詳細は「インパクト」参照）、LiDAR データが入手できれば直ちに本格的な解析を開

始する準備は整っている。 
 
■UAV（無人機）の導入 
航空機 LiDAR データの入手の遅れをかんがみ、プロジェクトでは、航空機 LiDAR の観測

許可を引き続き申請する一方で、カメラとレーザー・ユニットを搭載した UAV を利用して

LiDAR 観測を行うことにした。観測対象は 3 サイト（ZF-2、 Itacoatiara、及び ZF-5）を想

定している。機材調達手続きは始まったばかりであるが、2013 年 3 月までに納入される予

定である。 
 
■当初計画の変更 

UAV-LiDAR 観測の導入により、予算的制約から、航空機 LiDAR 観測はインベントリー・

サイトの一部及び INPA のデータのない一地域に限定されることになった。（現時点で、航

空機 LiDAR 観測許可をいつごろ得られるかは明確ではないが、観測データがプロジェクト

で十分活用されるには、観測自体は遅くとも 2013 年 9 月までに完了している必要がある）。
 

表 5：関連活動の暫定スケジュール 
 主要活動 時期 備考 
1 森林インベントリー調査デ

ータ（2010 年～2012 年）の

GIS データベース化 

2013 年 2 月 
～3 月 

- 活動 1.5 

2 UAV の納入 2013 年 3 月まで - JICA による調達 
3 UAV の研修と観測の試行 2013 年 4 月 

～5 月 
- ZF2 で行われる予定 

4 UAV- LiDAR 観測 2013 年 6 月 
～8 月 

- Itacoatiala 及び ZF-5 で

行われる予定 
5 航空機 LiDAR 観測 遅くとも 2013 年

9 月まで 
-観測期限に間に合うよう

に防衛省の許可を得る必

要がある 
6 2013 年の最初の森林インベ

ントリー調査データのGISデ

ータベース化 

2013 年 8 月まで - 活動 1.5（ただし、JCC
において 2013 年の追加的

森林インベントリー調査

が承認された場合） 
7 森林インベントリー調査デ

ータと LiDAR データの相関

関係同定 

2013 年 8 月 
～2014 年 3 月 

 

 
暫定スケジュールによれば、2014 年 3 月までには、森林環境区分図のカテゴリーごとに

航空機 LiDAR データを含むリモートセンシングデータを用いて、森林インベントリー調査

データがアップスケールされ、精密度が推定される見込みである。ただし、航空機 LiDAR
観測を当初計画通り行うことができた場合に比べて、推定される精密度は低くなるだろう。

c 2014年3月ま <ベースライン> 
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 指標  実績 

でに、ブラジ

ル・アマゾン

全域の森林

炭素蓄積マ

ッ プ （ 2000
年、2005 年、

2010 年）が作

成され、カテ

ゴリーごと

に不確実性

精度が推定

される。 

ブラジル・アマゾン全域の森林炭素蓄積マップは INPE によって作成されているが、これ

らは限られた地上データを基に作成されている。 
 
<実績> 

2000 年の森林炭素蓄積マップのプロトタイプが作成されつつあり、2012 年末には完成す

る見込みである。 
本格的なマップの作成は 2013 年に開始される。カテゴリーごとの不確実性精度

（uncertainty）は航空機 LiDAR データ及び GIS 化された森林インベントリー・データを用

いて評価される予定である。ただし、LiDAR データが評価において十分活用されるには、

観測は遅くとも 2013 年 9 月までに完了していなくてはならない。 
ブラジル・アマゾン全域の森林炭素蓄積マップ（2000 年、2005 年、2010 年）は 2014 年 3

月までに作成される見込みである。ただし、航空機 LiDAR 観測を計画どおりに行うことが

できた場合に比べて、推定精度は低くなるだろう。 
d 2014年3月ま

でに、ブラジ

ル・アマゾン

全域の森林

炭素蓄積動

態 マ ッ プ

（2000 年～

2005 年、2005
年～2010 年）

が作成され、

カテゴリー

ごとに不確

実性精度が

推定される。 

<ベースライン> 
プロジェクト開始前、精度の推定された森林炭素蓄積動態マップは作成されていなかっ

た。 
 
<実績> 
関連活動は開始されていない。（計画では 2012 年 9 月に開始され、2014 年 3 月に完了す

ることになっている。ただし、航空機 LiDAR 観測を計画どおりに行うことができた場合に

比べて、推定精度は低くなる）。 

e プロジェク

ト終了まで

に、3 本以上

の科学論文

が国際ジャ

ーナルに提

出される 

科学論文は、いまだ国際ジャーナルに提出されていない。 
 
<参考情報> 
科学論文 3 本が、日本国内の学術誌に掲載されている。 

 
（詳細は付属資料 2 の Joint Review Report の RM-D 参照）

   

（4）アウトプット 4:アウトプット 1～3 で開発された技術及び得られた情報が REDD+や環境保全

を含む気候変動問題関連の諸機関に共有される 

 
 指標  実績 
a プロジェクト終了ま

でに、INPA 及び森林

総合研究所のウェブ

サイトにおいて、森

林インベントリーデ

ータベースの一部

（2010 年～2012 年

収集データ）へのフ

リー・アクセスが可

能になる。 

<ベースライン> 
プロジェクト開始前、INPA の森林インベントリー・データは公開されていなかっ

た。 
 
<実績> 
関連活動はまだ始まっていない（計画では、2013 年 4 月に開始され、2014 年 3 月

に完了することになっている）。 

b プロジェクト終了ま

でに、INPA、INPE、
森林総合研究所及び

東京大学のウェブサ

イトにおいて、プロ

ジェクトで作成され

たリモートセンシン

グデータへのフリ

ー・アクセスが可能

関連活動はまだ始まっていない（計画では、2013 年 4 月に開始され、2014 年 3 月

に完了することになっている）。 
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 指標  実績 

になる。 
c ブラジル国内で、2

回以上のワークショ

ップ /セミナーが開

催される。 

最初のワークショップが 2011 年 11 月にマナウスで開催された。今後、プロジェ

クト終了までには、3 回のワークショップ/セミナー（2012 年 11 月のクリチバにおけ

る森林インベントリーセミナー、2013 年 3 月の INPE におけるワークショップ、2014
年 3 月あるいは 4 月の INPA における最終ワークショップ）が予定されている。 
 

（詳細は付属資料 2 の Joint Review Report の RM-C 参照）

 

３－３ プロジェクト目標の実績 

プロジェクト目標:ブラジル・アマゾンの森林の広域炭素動態の評価技術が開発される 
 

 指標 実績 
a プロジェクト終了までに、INPA 及び INPE において、

地上データ及びリモートセンシングデータを用い

て、広域の炭素蓄積量及び動態の継続的な評価がで

きるようになる。 
 

客観的に検証可能なデータは得られなかった。 

b プロジェクトの最終セミナー/ワークショップに参

加したブラジル国内の REDD+及び環境保全関連機

関〔シコメンデス生物多様性保全院（ICMBIO）、農

業牧畜研究公社、民間企業等）の 50%以上が評価技

術を有益だとみなす。 

指標の実績を評価するのは時期尚早である。 

c 上記関連機関の 50%以上が評価技術の利用に関心を

示す。 
同上 

 

３－４ 実施プロセスの特記事項 

項目 調査結果 

３－４－１ 

活動の進捗 

 

(1) アウトプ

ット 1 の活

動 

アウトプット 1 の活動はおおむね計画どおりに進捗している。 
 
特記事項： 
a. 対象サイト追加の提案（活動 1.1 及び活動 1.2）：計画どおり、活動 1.1 では 2 カ所の新規サ

イトにおいて、CFI プロットが設定されて、データの収集が行われ、また活動 1.2 では 6 カ

所の既存サイトにおいてデータが収集された。しかし、プロジェクトは、（i）2013 年度に、

データの存在しない新規サイト 1 カ所（Pirus）で更に CFI プロットを設置し、活動 1.5 で作

成中の森林インベントリーデータベースをより充実したものとすること、（ii）2013 年度に、

更に 2 カ所の既存サイト（Resex Baxio Jurus 及び Maues）で調査を行い、炭素蓄積量の推定

をより確かなものにすることを提案している。なお、これら 3 サイトのうち、最初に調査が

行われるサイトのデータは、アウトプット 3 で作成される炭素蓄積マップの推定精度評価に

も利用される予定である。 
(2) アウトプ

ット 2 の活

動 

アウトプット 2 の活動は計画どおり進捗している。 
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（3）アウト

プット 3 の

活動 

アウトプット 3 の活動は、活動 3.2 以外おおむね計画どおりに進捗している。 
 
特記事項: 
a. 航空機 LiDAR 観測許可取得の遅れ（活動 3.2）：両国政府の署名した公式文書において具体

的な言及はないが、本件では、航空機 LiDAR データの利用が想定されていた。しかしなが

ら、航空機 LiDAR 観測の許可を防衛省から得られておらず、データを入手できないでいる。

このため、航空機 LiDAR の観測許可申請を進める一方で、カメラとレーザー・ユニットを

搭載した UAV を利用して LiDAR 観測を行うことになった。観測対象は 3 サイト（ZF-2、 
Itacoatiara 及び ZF-5）を想定している。その代り、航空機 LiDAR 観測はインベントリー・

サイトの一部及び INPA のデータがない 1 地域に限定されることになった。現時点で、観測

許可がいつごろ下りるかは不明だが、観測データがプロジェクトで十分活用されるには、観

測自体は遅くとも 2013 年 9 月までに完了している必要がある。 
b. INPE の参加：これまで、INPE のプロジェクトへの参加は最小限であり、データ提供（ただ

し、すべて公開データ）や専門家との情報交換に限られてきた。主として、INPE の関連活

動（LiDAR データと衛星データを用いた解析、炭素蓄積マップ及び炭素動態マップ作成）

の本格的な実施がプロジェクト後半に予定されていたからだが、INPE のプロジェクトにお

ける具体的役割も明確ではなかった。INPE の役割は、INPE・INPA・専門家チーム・JICA
ブラジル事務所・中間レビュー・チームとの協議を通じて明確にされ、PO1 案にまとめられ

た。同案は 2012 年 8 月 24 日の第 2 回 JCC に提出される予定である。INPE がプロジェクト

に本格的に参加する準備は整ったといえる。 

３－４－２ 

実施体制 

プロジェクトは INPA と INPE によって実施されている。プロジェクト・ディレクターは INPE
の所長であり、プロジェクトマネジャーには INPA の上級研究員であるニーロ・ヒグチ博士、サ

ブ・プロジェクト・マネジャーには INPE の上級研究員であるダルトン博士が任命されている。

しかしながら、プロジェクト後半から INPE の本格的参加が予定されていることを考慮すると、

上記の実施体制は再検討が必要となる。関係者との協議（３－４－１（3）b 参照）においては、

次の修正案が提案された。 
 プロジェクトマネジャー（アウトプット 1、2）：ニーロ・ヒグチ博士（INPA 上級研究員） 
 プロジェクトマネジャー（アウトプット 3）：ダルトン博士（INPE 上級研究員） 
 サブ・プロジェクト・マネジャー（アウトプット 1、2）：ジョアキン博士（INPA 上級研究員）
 サブ・プロジェクト・マネジャー（アウトプット 3）：ヨジオ・シマブクロ博士（INPE 上級
研究員） 

３－４－３

プロジェク

ト管理5 

1) JCC：これまで、JCC は 1 度しか開催されていない（2011 年 3 月）。第 2 回 JCC は 2012 年 3
月に予定されていたが、手続き上の理由で、同年 8 月に延期された。この結果、航空機 LiDAR
観測許可の遅れ等の重要な課題が JCC の議題にのぼることが遅れた。 

2) PDM と PO：PDM はプロジェクト管理ツールとして十分に詳細ではない。ほとんどの「客

観的に検証可能な指標」が客観的に検証可能ではなく、また達成度を測るための判断基準が

示されていなかった。また、定義も不十分であった。アウトプットの指標の一部は活動と直

接リンクしていなかった。さらに、PO は詳細計画策定時にドラフトが作成されたが、R/D
には添付されておらず、その後も作成されなかったため、本件においてオフィシャルな PO
は存在しない。このため、すべての関係者が全体的な実施プロセス及び活動の進捗状況、ま

たプロジェクト目標・アウトプットの達成度について共通の理解を有することが困難であっ

た。プロジェクト関係者と中間レビュー・チームとの一連の協議を通して、PDM は見直さ

れ、PO 案が作成された。改訂 PDM 案及び PO 案は 2012 年 8 月 24 日の第 2 回 JCC に提出

され、承認される見込みである。 

３－３－４ 

内部コミュ

ニケーショ

ン 

森林インベントリー分野（アウトプット 1、2）のコミュニケーションは、単一の実施機関（INPA）

により実施されていることもあり、プロジェクトの円滑な実施に十分であった。しかしながら、2
つの実施機関（INPA と INPE）の連携で実施されるリモートセンシング分野（アウトプット 3）
については、個々の研究者レベルのコミュニケーションは円滑だったが、組織レベルのコミュニ

ケーションは、両機関の物理的距離もあって十分ではなかった。INPA、INPE ともこの点は認識

しており、組織レベルのコミュニケーションを強化するために、プロジェクト・マネジャーレベ

ルのテレビ会議を四半期ごとに行うことが決まっている。 

３－４－５ 

現地機関と

の連携 

森林インベントリー分野において、プロジェクトはアマゾナス大学と林学部の教授を通じて連

携している。 
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３－４－６

実施プロセ

スに影響を

与えたその

他の要因 

1) 促進要因：INPA 及び INPE 所長の本件への強い関心とサポート、プロジェクトマネジャー

及びサブ・プロジェクト・マネジャーのコミットメントは、プロジェクトの円滑な実施に貢

献してきた。プロジェクトに配置されたスペシャリスト達もモーチベーションが高く、研究

熱心である。 
2) 阻害要因：特になし 
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第４章 評価結果 

 

４－１ 評価 5項目による分析 

４－１－１ 妥当性：プロジェクトは現在でも妥当である。 

項目 評価 

（1）必要性  

1） ブラジル及

びターゲッ

ト・グルー

プ / 実施機

関のニーズ

との整合性 

プロジェクト目標（「ブラジル・アマゾンの森林の広域炭素動態の評価技術が開発される」）はブ

ラジル及びターゲット・グループ/実施機関のニーズに適合している。 
 INPA はアマゾン地域の科学研究を目的として設立された科学技術省傘下の研究機関である。

INPE は、1980 年代末より衛星情報を用いたアマゾン森林減少のモニタリングを行っており、

炭素蓄積マップを作成している。 

（2）優先度  

1） ブラジルの

国家開発計

画・政策と

の整合性 

プロジェクト目標はブラジルの国家開発計画と整合性がある。 
 ブラジル政府の最新の多年度計画（2011 年～2015 年）の生産的開発及び環境政策プログラム

において、気候変動は主要課題の 1 つとして挙げられている。 

2） 日 本 の

ODA 政策

との整合性 

プロジェクト目標は日本の ODA 政策と整合性がある。 
 日本政府の ODA 大綱によれば、「地球温暖化及び環境問題」は優先課題の 1 つである。 
 日本政府の中期 ODA 政策（2005 年）において、環境セクターは国際協力における最重要セ

クターの 1 つとされている。 

（3）手段とし

ての適切性 

 

1）日本の技術

的優位性 
日本の技術的優位性は存在する。 
 JICA は、1990 年代半ばより、「ブラジル・アマゾン森林研究計画フェーズⅠ（1995 年～1998

年）」「ブラジル・アマゾン森林研究計画フェーズⅡ（1998 年～2003）」「ブラジル・アマゾン

森林研究計画フォローアップ（1998 年）」「アマパ州氾濫原における森林資源の持続的利用計

画プロジェクト（2005 年～2009 年）」「アマゾン森林保全・違法伐採防止のための ALOS 衛

星画像の利用プロジェクト（2010 年～2013 年）」を通じてブラジル・アマゾンの森林保全を

継続して支援してきた。特に最初の 3 プロジェクトにおいては、本件の実施機関の 1 つであ

る INPA に対して技術移転が行われた。本件ではこれらのプロジェクトにおける経験や成果

が適用されている。 
 ブラジル側の専門家チームへの評価及び彼らの技術能力の向上度にかんがみ、日本の技術的

優位性はあることが確認された。 

 

４－１－２ 有効性（予測）：プロジェクトは有効だと思われる 

項目 評価 

（1）プロジェ

クト目標の

達成状況と

アウトプッ

トの貢献度 

アウトプットの達成度から判断すると、プロジェクト目標の達成度はおおむね計画どおりだと

いえる。プロジェクト目標は、プロジェクト終了までに、ブラジル側・日本側の継続的な努力に

より、達成されると予測される。また、プロジェクト目標とアウトプットの間には論理的整合性

が存在する。アウトプットは、現時点でその達成度に違いはあるが、それぞれプロジェクト目標

の達成に貢献してきた。 

（2）外部条件  外部条件（「GIS の研修を受けた INPA のスタッフがプロジェクトに継続して配置される」）：こ

れまでのところ、満たされている。 

（3）その他の

促進・阻害

要因 

特になし。 
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４－１－３ 効率性：プロジェクトはおおむね効率的である。 

項目 評価 

（1）アウトプッ

トの産出状

況 

指標の達成度及び活動の進捗度から判断すると、アウトプット 1 及び 2 は、おおむね計画ど

おり産出されつつあるが、アウトプット 3 の産出レベルは、プロジェクトではコントロールで

きない外部の要因（航空機 LiDAR 観測許可取得の遅れ）により、計画より低いと考えられる。

〔詳細は第３章（３－２及び３－３）参照〕 
 
 アウトプット 1：中央アマゾンの 2 カ所の新規サイトにおいて合計 250 カ所の CFI プロット

が新たに設置された。中央アマゾンの 6 カ所の既存サイト（603 プロット）及び 2 カ所の

新規サイト（205 カ所）において IPCC ガイドライン（2006 年）に基づき、森林インベン

トリー・データが収集された。ブラジル・アマゾンの 4 カ所の共通アロメトリ式モデルの

仮説検証は進行中であり、科学論文が 2014 年 3 月までに提出される見込みである。2010
年から 2011 年の収集データはプロトタイプの GIS データベースに整理されており、2012
年の収集データは 2013 年 3 月までに整理される予定である。プロジェクトで収集された新

規データ及びプロジェクト開始前に収集された既存データは、すべて、2013 年 3 月までに

GIS データベース化される見込みである。INPA のスペシャリストと日本人専門家の共著に

よる 3 本の科学論文が国際ジャーナルに提出された。 
 アウトプット 2：中央アマゾンの原生林及び択伐林の 2010 年及び 2011 年の炭素蓄積は既に

推定されている。2012 年の炭素蓄積は推定中であり、2012 年末までに完了する見込みであ

る。また、蓄積変化の推定は 2013 年半ばまでに完了する見込みである。INPA のスペシャ

リストと日本人専門家の共著による 2 本の科学論文が国際ジャーナルに提出された。その

うち 1 本は印刷中である。 
 アウトプット 3：森林立地環境区分図のプロトタイプが作成され、2012 年末には最終版が完

成する見込みである。航空機 LiDAR データを含むリモートセンシングデータを用いた森林

インベントリー調査データのアップスケーリングは、航空機 LiDAR 観測許可取得の遅れに

より、計画より遅れている。アップスケーリングは 2014 年 3 月までに完了する見込みだが、

航空機 LiDAR 観測が計画どおり行えた場合に比べて、推定精度は低くなる。ブラジル・ア

マゾン全域の森林炭素蓄積マップは作成中であり、2014 年 3 月までには、2000 年、2005
年、及び 2010 年のマップが作成され、カテゴリーごとに精度が推定される予定である。森

林炭素蓄積動態マップ（2000 年～2005 年、2005 年～2010 年）の作成は開始されたばかり

であり、2014 年 3 月までに完了する予定である。ただし、炭素蓄積マップ及び動態マップ

の推定精度は、航空機 LiDAR 観測が当初計画どおり行えた場合に比べて、低くなる。 
 アウトプット 4：関連機関を招いたワークショップが 2011 年 11 月にマナウスで開催された。

今後、プロジェクト終了までには、ワークショップ/セミナーが 3 回予定されている。また、

2014 年 3 月までには、ウェブ上で、INPA の森林インベントリーデータベース及びプロジ

ェクト作成のリモートセンシングデータへのフリー・アクセスが可能になる予定である。

（2）外部条件  外部条件（「ローカル・コミュニティがプロジェクトに反対しない」）：これまでのところ満た

されている。 
 PDM に記載されていない外部条件：防衛省による航空機 LiDAR 観測許可は、アウトプット

を達成するのに必要だが、プロジェクトではコントロールできない条件であった。 

（3）投入の適切

さ 

 

1）ブラジル側  

（a）プロジェク

ト・スタッフ 
 タイミング・期間・人数： 

 十分な人数のスペシャリストがタイミングよくプロジェクトに配置された。 
 質： 

 関連する分野・経験、適切な技術レベルを有するスペシャリストが配置された。また、

彼らは勤勉であり、担当業務に対して、献身的である。 

（b）建物・施設  タイミング、量： 
 土地・施設：プロジェクトに必要な土地・施設はタイムリーに提供されてきた。 
 プロジェクト・オフィス：INPA においては、プロジェクト開始時から、森林管理ラボ

に現地業務調整員の執務室が提供されている。専門家派遣中の執務スペースは、森林管

理ラボ、GIS ラボ、及び ZF-2 のフィールド・ステーションにて提供されている。一方、

INPE においては、イメージ処理ディビジョンあるいはリモート・センシング・ディビ

ジョンに専門家の執務スペースが提供される予定である。 
 質：適切。 

（c）事務・運営

費 
INPA において、総じて、プロジェクトの実施に必要な額がタイムリーに支出された。 

 
注：INPE については、プロジェクト活動への本格的な参加はこれからであり、十分な情報が得
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項目 評価 

られなかった。 
2）日本側  

（a）専門家  タイミング、期間、人数： 
 計画どおりに、4 分野の専門家が派遣されている。 

 質、分野： 
 適切な分野、経験、技術レベルの専門家が派遣された。また、ブラジル側スペシャリス

トの技術的質問に回答することをいつでも厭わない、アクセスしやすい専門家である。

（b）本邦研修  タイミング、期間、人数： 
 適切な人数のプロジェクト・スタッフがタイミングよく本邦研修に派遣された。 

 分野、内容、質： 
 研修の分野、内容、質はプロジェクトのニーズに合致しており、レビュー・チームがイ

ンタビューを行ったすべての元研修員が、それらに高い評価を与えている。 
 活用： 

 研修員はすべてプロジェクトに直接参加しているスペシャリストである。研修員は、研

修で得た知識・スキルをプロジェクトの活動に十分に活用している、あるいは活用し始

めている。また、同僚にも適宜、知識・スキルを共有している。 

（c）機材供与  タイミング： 
 おおむね適切である。専門家用のフィールド車両の調達は遅れたが、その間、INPA が

所有の車両を臨時に提供したため、アウトプット産出への悪影響はなかった。 
 量、質、品目、スペック： 

 量、質、品目は適切であった。また、スペックも総じて適切である。 
 運転・保守管理： 

 ほとんどの機材が現地で調達されているため、部品や消耗品はブラジル国内で容易に調

達可能である。また、メーカーにより、英語またはポルトガル語の運用管理（O&M）

マニュアルが提供されている。 
 これまで、機材の保守管理は適切になされてきている。ただし、機材はいまだブラジル

側にハンドオーバーされていないため、保守管理は日本側が責任を負っている。機材は

専門家チームが管理しており、運転・保守管理コストは日本側が負担している。 
 活用： 

 すべての機材はプロジェクト実施に活用されている。 

（d）ローカル・

コスト

Administra
tive cost 

 タイミングと量：プロジェクト活動に必要な額がタイミングよく支出された。 

（4）前提条件  前提条件：（「プロジェクトの人員が適切に任命される」「プロジェクトサイトに安全上の問題

がない」及び「ローカル・オーソリティ及び住民がプロジェクト支援する」）は、プロジェ

クト開始前に満たされた。 

（5）他プロジェ

クトとの連

携 

 他の JICA プロジェクト/スキームとの連携： 
 第三国研修：プロジェクトは INPA 主催の「熱帯雨林保全のための REDD+プロジェク

ト形成・実施・モニタリング能力強化コース」（2010 年～2013 年）と連携しており、こ

れまでの研修において、プロジェクトマネジャー及びスペシャリストが講義を行うか講

義のアシスタントを務めている。 

（6）その他の促

進・阻害要因 
特になし 

 

４－１－４ インパクト：既にさまざまな正のインパクトが確認されており、今後、さらに発

現することが期待される。負のインパクトは確認されておらず、予測されない。 

項目 評価 

（1）正のインパ

クト 

<既に観察されているインパクト> 
 INPA のスペシャリストに対し、プロジェクトで開発した手法・ソフトウェアを活用するの

に必要な知識・スキルが移転された。 
 INPA のスペシャリストの一部は、2011 年及び 2012 年 7 月に開催された INPA の森林管理

コース（林業エンジニア対象）において、プロジェクトで得た知識・スキルを利用して

講義を行った。 
 INPA のリモートセンシング分野のスペシャリストは、プロジェクトを通して習得したリモ

17



 

項目 評価 

ートセンシングのための森林インベントリー調査手法を、森林インベントリー分野のス

ペシャリストに移転した。 
 これまでデータの空白地域であった中央アマゾンの 2 サイトにおいて、200 カ所以上の CFI

プロットが設置され、データが収集された。 
 世界で初めて、リオ・ネグロ上流域（San Gabriel）において地上部と地下部のバイオマス調

査が IPCC ガイドライン（2006 年）に沿って行われ、炭素蓄積量を推定するアロメトリ

式が作成されて、精度が推定された。この結果は既に国際ジャーナルに掲載されている。

 世界で初めて、森林立地環境区分パラメーター（昼間/夜間の表層温度、冠水期間、浸水林

の分布、標高、プラトー比率など）を得る手法が開発された。 
 プロジェクトで開発した GPU による汎用計算（GPGPU）6による時系列画像データ処理ソ

フトウェアにより、従来の CPU 処理に比べて、データ処理時間が約 26 倍高速化した。

これにより、MODIS7データを含む高頻度衛星データ処理時間の短縮が可能になった。 
 プロジェクトで開発した解析ソフトにより、フルウェーブ LiDAR データ（LAS1.3 ver.7 フ

ォーマット・データ）の読み取り・解析が可能になった（既存の商用ソフトでは不可能

であった）。 
 プロジェクトで開発したフルウェーブ LiDAR シミュレーターにより、ブラジル・アマゾン

における LiDAR 観測の最適条件が明らかにった。 
 プロジェクトで開発した、自己組織化マップ（SOM8）アルゴリズムによる波形分類ソフト

ウェアにより、フルウェーブ LiDAR データの前処理の時間が短縮された。 
 プロジェクトで開発したフルウェーブ LiDAR データ波形ピーク解析ソフトにより、LiDAR

データのピーク位置の全自動決定が高い精度で可能になった。 
 

<予測される正のインパクト> 
 プロジェクト後半には、INPE の関連活動が開始され、INPE のスペシャリストに対する技

術移転が進むことが予測される。 
 INPA の既存・新規の CFI プロットは、世界的にみても公表された森林インベントリー・デ

ータのない地域に位置している。プロジェクトを通じて、このデータ空白地域の森林イ

ンベントリーデータベースが開発され、プロジェクト終了までにウェブ上で公開される

見込みである。 
 プロジェクトで開発したフルウェーブ LiDAR シミュレーター、波形分類ソフト、ピーク解

析ソフトは宇宙航空研究開発機構（JAXA）の i-LOVE（国際宇宙ステーション日本実験

棟/暴露部搭載・植生ライダー）計画に直接適用が可能であり、本プロジェクトの東京大

学チーム（リモート・センシング分野の専門家）は JAXA の i-LOVE の開発に協力してい

る。 
 プロジェクトで開発した手法を適用して、インドシナ半島の準リアルタイム（8 日間間隔）

の洪水完全自動モニタリング・システムが開発され、2012 年 1 月から始動している。 

（2）負のインパ

クト 

負のインパクトは確認されておらず、予測されない。 

 

４－１－５ 持続性（見込み）：プロジェクトは、ポスト・プロジェクト戦略が策定され、炭

素動態の広域評価実施に必要な予算が確保されれば、持続可能だと見られる。 

 

項目 評価 

（1）組織・制度面  

1）政策的・法的支

援 
炭素動態の広域評価に関する政策・法的支援は継続するとみられる。 

2）組織戦略 ポスト・プロジェクト戦略（INPA と INPE の連携による炭素動態評価の実施を含む）はいま

だ策定されていない。 
3） プロジェクト・

スタッフの配置 
 INPA：現時点で 11 名のスペシャリストがプロジェクトに配置されているが、このうち 2 名

のみが正規職員であり、残り 9 名は、グラント・ベースのリサーチ・アシスタント、博士

                                                  
6 General Purpose Graphic Processing Units。GPU を画像処理以外の用途に利用する概念、技術。 
7 Moderate Resolution Imaging Spectroradiometer。36 バンドの観測波長帯を持つ光学センサである。 
8 Self-Organizing Map 
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項目 評価 

課程もしくは修士課程の学生、及びボランティア研究者である。彼ら非正規スタッフは、

今後も INPA に関わりたいと言っているが、プロジェクト終了後、実際に INPA に留まる

かどうかは不確実である。なお、INPA は炭素動態評価の重要性を認識しており、プロジ

ェクトを担当する森林管理グループ下に研究者ポストを 1 つ作ることを決定しており、ス

ペシャリストのうち 1 名は、その候補に含まれている。 
 INPE：プロジェクトに配置されたスペシャリストの大部分は INPE の正規職員であることか

ら、プロジェクト終了後も INPE に残り、関連ポストに配置され、プロジェクトで得た知

識・スキルを研究に活用して、プロジェクトの効果を維持することが可能だと思われる。

4） 管理運営能力 これまで、INPA 及び INPE はどちらも多くの研究プロジェクトを運営管理してきており、プ

ロジェクト終了後も、関連活動を独力で運営管理しくことが可能だと思われる。 

（2）財政面  INPA：これまでのところ、森林インベントリー調査（第 1 回を除く）費用はすべて日本側

が負担している。現時点で、プロジェクト終了後、INPA が必要な予算を確保できるかど

うかは不透明である。 
 INPE：INPE のプロジェクト活動への本格的な参加はこれからであり、十分な情報が得られ

なかった。 

（3）技術面  

1） プロジェクト・

スタッフの技術

能力 

INPA 及び INPE のスペシャリストは既に高い研究能力を有している。プロジェクトによる

技術移転を通じて、関連研究の継続に十分な技能・知識を備えることができる。 

2） 移転技術と成果

品の活用と普及 
これまでに INPA に移転された技術・手法及び成果品は現地の技術ニーズ・技術レベルに適

合したものである。ブラジル側の高い評価を考慮にいれると、移転技術/手法及び成果品は、

プロジェクト終了後も、継続的に活用されると見込まれる。また、技術/手法及び成果品は、

プロジェクトが主催した、あるいは関係者が参加したワークショップ/セミナーを通じて既に

普及が始まっている。さらにプロジェクト終了までには、森林インベントリーデータベースや

リモートセンシングデータがウェブ上に公開されることになっており、普及は更に進むと期待

される。 
3） 供与機材の活用

と保守管理 
注：これまでのところ、機材は INPA にのみ供与されているので、以下は INPA に関する記述

である。 
 活用：供与機材は森林インベントリー調査及びリモートセンシング解析に不可欠なもので

あり、プロジェクト終了後も引き続き活用されると見込まれる。 
 運転・保守管理：ほとんどの機材が現地で調達されたため、部品・消耗品はブラジル国内

で入手可能である。しかし、機材はいまだブラジル側にハンドオーバーされていないため、

機材は専門家チームが管理しており、運転・保守管理コストは日本側が負担している。プ

ロジェクト終了後、INPA が機材を適切に管理し、運転・保守管理に必要な費用を確保で

きるかどうかは、現時点で不明である。 

 

４－２ 結論 

プロジェクトの中間段階において、プロジェクト活動は LiDAR 調査の遅延を除いて大きな問題

もなく、想定している成果を部分的に達成しながら円滑に実施されている。 

評価 5 項目に関し、プロジェクトのターゲット・グループのニーズ、JICA の国家開発計画と合

致しており、プロジェクトは引き続き妥当であるといえる。プロジェクトは適切に構成されてお

り、有効であると考えられる。現時点では、プロジェクトは適切な投入によりおおむね効率的に

運営されている。さまざまなプラスのインパクトが既に発現しており、今後も多様な正のインパ

クトが予想される。プロジェクト事後戦略を策定し、必要な予算を確保すれば、プロジェクトの

自立発展性は高くなる。以上から、プロジェクトは順調に進展しているといえる。 

 
  

19



 

第５章 提言と教訓 

 

５－１ 提言 

1）プロジェクト期間中の提言 

a) CFI プロット調査地の拡大と既存の 2 サイトにおける再計測 

i) より網羅的なインベントリーデータベースを整備するため新規インベントリープロット

（Purus）を設置・調査する、ならびに ii)炭素蓄積とその動態に関するよりロバストな推定の

ため、INPA が過去インベントリー調査を実施したプロット（Resex Baixo、Jurua、Maues）を

再計測することについて、プロジェクトより提案されている。本提案はプロジェクトの更な

る発展のため残り期間において実施することが望まれる。 

 

b) 航空機 LiDAR、UAV による航空調査の実施 

現在実施に至っていない航空機 LiDAR 調査はリモートセンシングデータと地上調査デー

タの相関を明らかにし、炭素蓄積マップの不確実性を推定するうえで重要であるところ、以

下のような対策を講じる必要がある。 

i）航空機 LiDAR 調査の実施に向けた手続き・申請の継続 

  航空機 LiDAR 調査は特にアクセス困難なエリアのデータの取得に効果を発揮すると

期待されるところ、プロジェクト期間内でのデータ解析に間に合うよう、LiDAR 調査実

施に向けた手続き・調整を継続していくことが求められる。 

 

ii）航空機 LiDAR 以外の他のアプローチの検討 

現在機材調達中である UAV に LiDAR を搭載して実施する航空調査は、調査可能なエ

リアに限界がある。このことを踏まえ、航空機 LiDAR 調査が実施できない場合に備えて、

上述の目的を達成し得る他の方策を検討する必要がある。さらに、航空機 LiDAR 調査の

申請を断念し同方法に切り替えるタイミングを検討することが求められる。 

 

c) PDM の修正 

当初 PDM のうち、アウトプット 1 からアウトプット 3 の活動を見直し、プロジェクト成

果の普及に関わる活動をアウトプット 4 としてまとめることが望まれる。また、プロジェク

ト目標ならびに各アウトプットの指標の定義・目標をより明確にすべきである。これらを踏

まえ、ブラジルのプロジェクト関係者と日本人専門家との議論に基づき PDM2 案として修正

された。修正された PDM は、2012 年 8 月 24 日に JCC に提出され、レビュー・承認される

必要がある。 

 

d) 活動計画（PO）の作成 

  本中間レビュー調査におけるプロジェクト関係者内での PO の議論を通じ、各活動の責任

部門と活動計画について担当者内の共通認識が深まった。こうしたことから今後も PO の更

なる利用が効果的であると考えられる。さらに、INPA、INPE のプロジェクトマネジャー、
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日本人専門家を含む関係者間で、各年次の年間活動計画（Annual Plan of Operation：APO）に

ついて議論し、作成することが望まれている。PO と APO の有効活用は、e）項に後述する INPA

と INPE 間の協力を促進することにも貢献し得ると考えられる。 

 

e) INPA・INPE の関係強化 

  本プロジェクトは INPA、INPE ならびに日本人専門家による実施を想定している。中間レ

ビュー時点までにおいては当初計画に基づき INPE が主に担当する活動は開始されていなか

ったが、残り期間では INPE による活動が本格化することから、INPA・INPE 間の更なる協力

を促進する必要がある。そのため、以下を含む対応が求められる。 

   

 i）プロジェクトマネジャーとサブ・プロジェクト・マネジャーのアサイン 

    プロジェクト実施体制として INPA・INPE 双方にプロジェクトマネジャー・副プロジェ

クトマネジャーを配置することにより、INPA・INPE の協力を推進することが期待し得る。

したがって、以下のような実施体制への変更が 2012 年 8 月 24 日 JCC において提唱・検討

されるべきである。 

    

 アウトプット 1、2 に係るプロジェクトマネジャー： 

INPA 上級研究員 Dr. Niro Higuchi 

 アウトプット 3 に係るプロジェクトマネジャー： 

INPE 上級研究員 Dr. Dalton de Morisson Valeriano 

 アウトプット 1、2 に係るサブ・プロジェクト・マネジャー： 

INPA 上級研究員 Joaquin dos Santos 

 アウトプット 3 に係るサブ・プロジェクト・マネジャー： 

INPE 上級研究員 Yosio Shimabukuro 

 

ii）プロジェクト調整員による INPE との調整の強化 

プロジェクト調整員はプロジェクトの前半においても主に INPAでの活動をコーディネー

トしてきたが、残り期間においては INPE に対する調整を一層進めていく必要がある。例え

ば、更なる連携の促進支援とプロジェクト活動のモニタリングのため、INPA と INPE 間の

ビデオ会議の実施を支援し参加していくことが求められる。加えてこうした調整員の活動に

対する JICA ブラジル事務所による継続的な支援も期待される。 

 

f）プロジェクト達成度のモニタリング 

PDM の指標に則りプロジェクトの成果、特にプロジェクト目標の指標の達成度合いを適時

にモニタリングすることが必要である。INPA、INPE と日本人専門家チームの担当者は、チェ

ックリストを合同で作成し炭素動態の広域評価を継続的に実施していくための INPA、INPE

の能力調査を実施すること、ならびにプロジェクトで構築した技術・成果物の潜在的なユー

ザーであるワークショップの参加者に対してアンケート調査を実施することが求められる。 
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g）プロジェクト終了後の戦略の検討 

プロジェクト終了後、INPA と INPE は、プロジェクトによって確立された方法/技術を応用

して、調査を実施し、得られたデータを活用し続けていくことが期待される。さらに、INPA、

INPE は、構築したシステムを維持し、アップグレードする必要がある。このため、INPA と

INPE は特に以下の事項についてプロジェクト終了後の戦略を検討することが望まれる。 

i) ソフトウェアとシステムのメンテナンス・アップグレード 

  UAV LiDAR や分析用ソフトウェアを含め、Project によって開発されたソフトウェアやシス

テムは、PC の OS のアップグレード等に応じてプロジェクト終了後も維持管理していく必

要がある。 

  

ii) 必要な技術を引き継いでいく体制の整備 

プロジェクト関係者が他のセクションに異動する可能性を踏まえ、INPA と INPE におい

て、プロジェクトによって確立された技術を引き継ぐためのシステム・体制を検討する必要

がある。 

 

iii) INPA、INPE と日本人専門家間の意見交換 

INPAと INPEは炭素動態に関する議論を継続していくことが望ましい。加えて INPA、INPE

は、研究の更なる進展のため日本人専門家と引き続き協力していくことが推奨される。 

 

2）プロジェクト終了後に関する提言 

a) アマゾンの炭素蓄積マップを開発するための方法論の最適な組み合わせの研究/議論 

INPA、INPE は衛星画像や航空調査等アマゾンの炭素動態を推定するための各種方法論の

最適な組み合わせを引き続き検討していくことが望まれる。 

 

b) 関係機関に対するプロジェクト成果物の普及 

本プロジェクトでは、ピクセルレベルで不確実性を求め得る炭素蓄積量推定の方法論、な

らびに GPGPU システムのような極めて貴重なシステムの開発に当たっている。さらに、炭

素蓄積マップを生成するための方法の複数の組み合わせを取り得るオプションとして提示

することができる。こうした技術・成果を、以下のような森林管理/気候変動問題に関する機

関に対して普及させていくことが期待される。こうした普及に関し、JICA は必要に応じて支

援し得る。 

 

i）ブラジル国内の政府系、民間企業ならびに科学コミュニティ 

ブラジル国政府、州政府、民間企業、非政府組織（Non-Governmental Organization：NGO）

を含むブラジルの科学コミュニティや研究機関は、将来 REDD+のような森林管理のための

金融スキームの実施機関として重要な役割を担うと考えられる。こうした金融スキームは

現在国際社会における議論の途上だが、炭素動態の評価手法の複数のオプションを提示す

ることはこうした議論に対しても有用な情報となる。したがって、INPA、INPE は上記関係

機関に対して複数の方法論を提示することが期待される。 
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ii）ブラジル国以外における森林管理を所管する諸機関 

本プロジェクトで開発している炭素動態の推定技術は、熱帯雨林を有する他の国等にお

いて利用し得るものである。その実例として、プロジェクトマネジャーが研修講師を務め

た 2012 年 2 月の JICA の第三国研修プログラムが挙げらる。 

 

iii）その他機関 

プロジェクトの成果物は他の分野においても活用可能であると考えられる。一例として、

プロジェクトによって開発され、メコン地域における洪水災害対策のために利用されてい

る GPGPU が挙げられる。したがって INPA、INPE は、本プロジェクトで開発した技術の炭

素推定以外の用途での活用を検討することが推奨される。 

 

５－２ 教訓 

1) プロジェクト活動に関する法規制の確認の必要性 

本プロジェクトでは、外国機関が関与する航空調査に対する防衛省による承認プロセスが複

雑なため、航空機 LiDAR 調査の着手が遅れており、他の活動にも影響を与えている。こうし

た現状を踏まえ、関係当局の承認を必要とする活動の場合は、関連手続きを調査し、適時に他

の方法を検討することが適当である。 

 

2) プロジェクト間の情報共有 

プロジェクトによって開発されたいくつかのソフトウェアやシステムは炭素動態の推定以外

の目的にも活用されている。このような事例はプロジェクト内外の専門家間の日常的な議論に

より実現したものである。したがって、特に研究に必要な技術等について、プロジェクト内外

の専門家間での情報交換を促進することが有効であると考えられる。 
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Annex1. 現地調査日程 

Date 
JICA Mr. TAKATA・Mr. SEKIGUCHI 

JST Dr. NAKASHIZUKA・Mr. ISHIDA・Mr. 
Consultant Evaluation Analysis Ms. HIORUCHI 

4-Aug Sat Consultant : Narita → 

5-Aug Sun Guarulhos(GRU) 

6-Aug Mon 
9:00AM Meeting with INPE (Explanation of review methods, schedule), 

 Discussion on PDM/PO (Dalton) 
PM Individual interview (Dalton, Shimabukuro, Arai), move to Sao Paulo 

7-Aug Tue 
6:30AM Move to Manaus  
PM Meeting with INPA (Explanation of review methods, scheduling) 

8-Aug Wed 
(After Remote Sensing Seminar) 
PM Individual interview with Niro, Moacir, Celes ,  

9-Aug Thu Individual interview with NPA staff (Santos, Gabriel, Silva, Souza) 

10-Aug Fri 
Individual interview with INPA (Marcio, Higuchi), 
Meeting with Experts (Sawada, Endo) 

11-Aug Sat Document Preparation 

12-Aug Sun Document Preparation 

13-Aug Mon Meeting with INPA (Niro) 

14-Aug Tue 
Information colection/document preparation 

16:00- Meeting with Mr.Niro 

15-Aug Wed 

09:00AM Courtesy Call to INPA representative 
11:00AM Courtesy Call to the Japanese Consulate General in Manaus  
PM 1st Joint Review Committee to share the outline of the Review within the Review Team/  

Presentation of outline and progress of the Project (Ishiduka, Niro, Sawada) 
PM Group interview with INPA (Output 1-2 :Santos, Gabriel, Silva, Souza, Marcio, Higuchi)、 

Internal Meeting 

16-Aug Thu 
06:00 Mil Madereiras site observation 
Group interview with Lima, Gustavo→ZF2 

17-Aug Fri 

AM Site Observation, Interview with Moacir &Celes (Output 3),Dr. Endo& Dr. Sawada (Output 3), 
Dr. Ishiduka & Dr. Kajimoto (Output 1-2, overall), Dr. Niro (Output 1-3, overall) 

Stay overnight at ZF-2 

18-Aug Sat Move to Manaus, Document Preparation/ Internal Meeting 

19-Aug Sun Document Preparation/internal meeting 

20-Aug Mon 
Feedback/ Discussion on findings with INPA (Dr. Niro) and Japanese Experts (Dr.Ishiduka, Dr. Sawada), 
including PDM/PO 
Fly from Manaus to Sao Paulo 

21-Aug Tue 
AM: Courtesy Call 
AM  Group interview to INPE (Dalton, Shimabukuro, Arai) 
PM: Feedback/ Discussion on findings and indicators in PDM/PO with INPE (Dalton) and Japanese Experts

22-Aug Wed 

Fly from Sao Paulo/GRU to Brasilia 
11:00 Courtesy Call and Interview with Ministry of Environment 
PM: Courtesy Call / Report to Ministry of Science and Technology, Explanation of outline of the documents 
to be finalized/signed 

23-Aug Thu 
9:00AM-PM: 2nd Joint Review Committee to finalize/sign Joint Review Report 
PM: Explanation on the Reports and M/M towards JCC signers by Brazilian Review Team 

24-Aug Fri 

10:00~: Joint Coordinate Committee(Joint Review Report)/Sign to M/M, Explanation of progress by Project
15:00: Courtesy Call/ Report to Embassy of Japan 

22:06 Brasilia→ 

25-Aug Sat 
6:00 Atlanta DL222 
13 :50 Atlanta→ 

26-Aug Sun 16 :30 Narita DL295 
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